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【履 歴】
１９７２年３月 一橋大学経済学部卒業（首席卒業）
１９７２年４月 日本長期信用銀行入社
１９８９年３月 預金部，事務部，融資第二部，産業調査部，ソフト化経済センター出向などを経て日本長期信
用銀行退社
１９８９年４月 専修大学へ 経済学部助教授
１９９５年４月 経済学部教授
１９９８年９月～１９９９年９月 英国国立レディング大学都市・地域学部地理学科訪問研究員
２００４年 学校法人専修大学 評議員
２０１４年９月～２０１５年３月 英国国立レディング大学ヘンリービジネススクール訪問研究員
２０１５年４月～２０１７年３月 大学院経済学研究科・研究科長
２０１５年６月 株式会社ヴィア・ホールディングス社外取締役
【他大学兼任】
早稲田大学政治経済学部（流通経済論）
成城大学経済学部（経営学特殊講義）
流通科学大学サービス産業学部（ベンチャーキャピタル論）
京都女子大学大学院現代社会研究科（地域経済論）
駿河台大学大学院経済学研究科（地域経済論）
【研究事業】
文部科学省オープンリサーチセンター事業「イノベーションクラスター形成に向けた川崎都市政策への提言」
（２００４～２００８年）研究員兼事務局長
文部科学省社会人学び直し事業「KS（川崎・専修）コミュニティ・ビジネスアカデミー」（２００８～２０１０年）ア
カデミー長
川崎市・専修大学共同人材育成事業「KS（川崎・専修）ソーシャル・ビジネスアカデミー」（２０１１～２０１４年）
アカデミー長
公益財団法人川崎市産業振興財団・新産業政策研究所・客員研究員
【社会的貢献】
国土交通省航空局，自動車局など審議会委員。
静岡県庁 静岡空港戦略プロジェクト会議副座長（知事諮問機関）
川崎市役所 経済労働局，市民文化局 審議会委員。
JICA（国際協力機構）におけるアフリカ等発展途上国幹部研修講師を担当。
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公益財団法人かわさき市民活動センター 市民活動助成金審査委員長
川崎市役所 経済労働局農業振興センター 農業計画推進委員会副委員長
川崎市役所 川崎市民文化賞等選考委員会 選考委員長
【所属学会（含む退会）】
日本経済政策学会（前理事）
行動経済学会
企業と社会フォーラム
日本計画行政学会
【学内職務】
二部学生部委員，学生部次長，就職指導委員会委員，社会知性開発研究センター運営委員，
二部教務委員会委員長，大学院委員会委員
【業 績】
【著作】
『ニュービジネスの経済学』（共著）草文社 １９８４年７月
『日本の企業立地・地域開発』東洋経済新報社 １９８７年２月
『旅行（日経産業シリーズ）』日本経済新聞社 １９８８年７月
「国際化社会の経営学」（共著）八千代出版 １９９０年９月
『戦後史大事典』（共著）三省堂 １９９１年３月
『流通経済入門（日経文庫）』日本経済新聞社 １９９２年６月
『日本史大事典（第１，２，４，５巻）』（共著）平凡社 １９９３年１１月
『Q&A経済の動きが読める本』（監修）廣済堂出版 １９９３年３月
『流通経済入門（新版）』日本経済新聞社 １９９７年１月
『地域経済ビッグバン』東洋経済新報社 １９９８年４月
『こんな時代でも売る』（監修，共著）小学館 ２０００年９月
『静岡 未来への離陸―ビッグプッシュ静岡空港―』ぎょうせい ２００３年４月
『おまけより割引してほしい―値ごろ感の経済心理学―』筑摩書房 ２００６年１１月
『川崎都市白書』（共著）専修大学社会知性開発研究センター／都市政策センター ２００７年７月
『現代地域問題の研究―対立的位相から協働的位相へ―』（共編著）ミネルヴァ書房 ２００９年４月
『市民のためのコミュニティ・ビジネス入門』（共編著）専修大学出版局 ２０１１年３月
『お買い物の経済心理学―何が買い手を動かすのか―』筑摩書房 ２０１１年９月
【学術論文】
「急成長するホテル産業の行方」日本長期信用銀行『長銀調査月報』No．２０３ １９８３年４月
「自立への道を模索する沖縄経済」日本長期信用銀行『長銀調査月報』No．２１３ １９８３年１２月
「選別の時代を迎えたサービス産業」（共著）日本長期信用銀行『長銀調査月報』No．２１２ １９８３年１２月
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「ソフト化進む九州経済」日本長期信用銀行『長銀調査月報』No．２２８ １９８４年１２月
「北海道経済イノヴェーション」日本長期信用銀行『長銀調査月報』No．２３６ １９８６年１月
「外部環境変化に対する日本流通業の対応戦略」ソフト化経済センター『研究会報告書』１９８８年９月
「日米労働者の生活費等の比較調査」（「勤労生活と流通」付論）（共著）大蔵省印刷局『労働大臣官房政策調査
部研究会報告書』１９９０年１２月
「大きく転換する企業誘致パラダイム」東洋経済新報社『週刊東洋経済』１９９１年６月２９日号 １９９１年６月
「規制緩和後の地域商業政策の再構築」『専修大学社会科学研究所年報』１９９８年３月
“Regional Economic Policy In Japan-An Introduction” Geographical Paper, Department of Geography, The Uni-
versity of Reading, United Kingdom GP１５１ ２０００年６月
『企業における高齢者の活用戦略に関する調査研究報告書』（第１章「総論」，第３章「１戦略的人事管理と産
業別高齢者活用」，第４章「まとめ」，付録（ヒアリングケースレコード イオン・すかいらーく）財団法人
高年齢者雇用開発協会 ２００２年３月
「川崎市の地域経済構造とマクロ産業政策の方向性」川崎市産業振興財団・新産業政策研究所『新産業政策研
究かわさき』第２号 ２００４年３月
「川崎市の地域経済構造と政策課題」（共著）専修大学大学院社会知性開発研究センター論文集 第１号 ２００５
年３月
「川崎市産業構造の課題と展望―産業政策と地域政策の統合―」川崎市産業振興財団・新産業政策研究所『新
産業政策研究かわさき』第２号 ２００５年３月
「地方空港の国際戦略」社団法人日本建築協会『建築と社会』８７／１００７ ２００６年２月
「川崎市民の生活行動・意識―理想の生活都市条件―」専修大学社会知性開発研究センター・都市政策研究セ
ンター『川崎都市白書』２００７年７月
「衝動買いの経済心理学」株式会社価値総合研究所『総研２５周年によせて』２００８年８月
「静岡県の産業クラスター」財団法人静岡県総合研究機構『SRI』No．９２ ２００８年１０月
「利便性ビジネスからお値ごろ感ビジネスへ」宣伝会議『宣伝会議』No．８２８ ２０１２年１月
「ソーシャルビジネスの人材育成―KSアカデミーの経験―」専修大学社会知性開発研究センター／社会関係資
本センター『社会関係資本研究論集』第３号 第３号 ２０１２年２月
“Human Resource Development for Social Businesses―Experiences at KS Academy―” The Senshu Social
Capital Review３ ２０１２年８月
「お値ごろ感アップによる「脱コモディティ化大作戦」」宣伝会議『宣伝会議』No８５５ ２０１３年２月
「なぜ，高くても売れ続けるのか？ 食品市場の「プレミアム」商品，ヒットの理由」宣伝会議『１００万社のマ
ーケティング』２０１４年１２月
「カワサキオリジナル 社会起業家育成モデル」公益財団法人川崎市産業振興財団新産業政策研究所『新産業
政策研究かわさき』２０１７ １５ ２０１７年７月
“The Nature of UK Household Consumption System―Underlying Factors―”『専修大学社会科学研究所月報』
２０１７年１１月
【学会発表】
“Tokyo Metropolitan Planning and Growth Management Strategy” Korean Urban Planning Association ２００２年
５月
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「民官学連携による 都市型コミュニティ・ビジネスモデルの計画・実現・実践」日本計画行政学会 計画賞
受賞 ２０１０年２月
学会討論者 “Japanese Universities and Local Food Movements Current State and Issues” 日本経済政策学会
２０１７年１１月
【その他】
講演 “The Relationship between local and central government as for local economic development in Japan” Ja-
pan International Cooperation Agency（Enterprise Networking Regional Development Course.）２００２年１１月
講演 “Regional Development and Central / Local Government” Japan International Cooporation Agency（Enter-
prise Networkig Regional Development）２００４年１１月
講演 “Policies for promoting the growth of Small and Medium-sized Enterprises” Japan International Coopora-
tion Agency（Enterprise Networkig Regional Development）２００４年１１月
講演 “The Role of Small and Medium-sized Enterprises（SME）in Economic Development” Japan International
Cooperation Agency（Republic of Tajikistan Macro Economy）２００５年３月
講演「川崎市の地域経済構造と政策課題」川崎市産業振興財団・新産業政策研究所（経済産業政策研究会）２００５
年７月
講演 “The Strategy of Regional Economic Development” Japan International Cooperation Agency（Enterprise
Networking Regional Development）２００５年１１月
講演 “The System and Assumptions for Realizing Independent Regional Economy” Japan International Coop-
eration Agency（Enterprise Networking Regional Development）２００５年１１月
講演 “The Role of SME Financing Organizations in Japan” Japan International Corporation Agency ２００６年６
月
講演 “History of Japanese Industrial Policy, Trade Structure（The Trade-Investment Promotion Seminar ―Afri-
can & Middle-Eastern Countries―）” Japan International Cooperation Agency ２００６年９月
講演 “The Independence of Regional Community and Regional Human Resource Policy（The Promotion of
Small and Medium-sized Businesses through the Formation of Business Networkings）” Japan International
Corporation Agency ２００６年１２月
講演 “Regional Development in Japan” Japan International Cooperation Agency ２００７年４月
講演「我が国における空港民営化のあり方について～海外のローカル空港民営化の事例からの考察～」日本プ
ロジェクト産業協議会 ２００３年６月
【書評】
「書評『なぜあの会社は儲け続けるのか』山田英夫著」（『日本経済新聞』２０１２年８月）
「書評『クリステンセン経営論』クリステンセン著」（『日本経済新聞』２０１３年９月）
「書評『レゴはなぜ世界で愛され続けるのか』ロバートソン著」（『日本経済新聞』２０１４年７月）
「書評『JTのM&A』新貝康司著」（『日本経済新聞』２０１５年８月）
「書評『インテル』マイケル・マローン著」（『日本経済新聞』２０１５年１０月）
「書評『ビジネススクールでは学べない世界最先端の経営学』入山章栄著」（『日本経済新聞』２０１６年１月）
「書評『物語戦略』岩井琢磨著」（『日本経済新聞』２０１６年６月）
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「書評『パナマ文書』オーバーマイヤー著」（『日本経済新聞』２０１６年１０月）
「書評『知的軌道力の本質』中野郁次郎著」（『日本経済新聞』２０１７年７月）
「書評『フォルクスワーゲンの闇』ジャック・ユーイング著」（『日本経済新聞』２０１７年９月）
「書評『Hit Refresh―マイクロソフトの再興と新テクノロジーの未来』ナイディア・サテイア著」（『日本経済
新聞』２０１８年１月）
その他「新首都圏論の視座」（座談会）流通産業研究所「RIRI流通産業」vol．１９ １９８７年１月
その他「値ごろ感」で惹きつける心理戦略とは」富士通『FUJITSU 飛翔』No．５８ ２００７年８月
その他「経済心理学から見える，新しい消費のステージ」日立電子サービス『DENSA FORUM』２００９年３月
その他「トラック業界の課題」輸送経済新聞社『輸送経済』２０１０年１０月
その他「行動経済学で消費者心理を読む」（座談会）浜銀総合研究所「ベストパートナー」平成２３年１月号
２０１１年１月
その他「社会人の「学び直し」に大学は応えうるのか」（座談会）日本私立大学連盟『大学時報』 No．３５２
２０１３年９月
その他「KS（川崎・専修）ソーシャル・ビジネス・アカデミーの先駆的な取り組み」川崎市総合企画局自治
政策部『政策情報かわさき』３０号 ２０１４年３月
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